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研究ノート
中小企業発展に求められるコト
大 西 正　曹
What is necessary for the development of SMEs?
Masatomo ONISHI
Abstract
 Major enterprises are transfering their production bases from Japan to overseas and this is having a 
serious impact on the manufacturing SMEs in Japan. The question then arises as to how will manufacturing 
SMEs survive in Japan. To address this issue, I started a study group. I also interview many enterprises.
 The following report is based on these interviews and the stet of the study group.
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抄　　録
　中小企業は内外の経済環境の激変に翻弄されている。その中で，生産拠点の海外移転は深刻な影響を日
本の中小製造業に与えている。いかに日本国内で製造業が生き残るか，今その課題が問われている。そこ
で，私は研究会を立ち上げ，それと並行して多くの企業を取材した。
　以下のレポートは，最近の中小企業取材先での見学と質疑応答によるものと，私が主催している研究会
「東部大阪における企業間取引における信頼構築研究会」で掲示された内容を参照して作成した。
キーワード :中小企業，製造業，ネットワーク，中小企業連携，東大阪地域
1 　求められる発想の転換　「モノ」から「コト」へ
　未曾有の不況と言われて久しい。円高とデフレの傾向も治まることを知らず、誰にもど
こにも脱出口の見つからない状況が延々と続いている。国も自治体も何か有効な手立てが
ないか、知恵を絞って様々な対策を講じて企業援助を工夫し実践しているものの、どれも
決定打に欠き、尻すぼみに終わっている。あれこれと目の前の症状に処方箋を書いても一
時的な効果に終わり、根本的な解決には至っていないというのが正直なところではないだ
ろうか。
　特に中小の製造業において不況の影響は激しく、その集積地である東大阪における企業
の激減も止まる様子を見せないままになっている（表 1，図 1）。こうした現状を見て、も
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はや諦めの境地に至り、日本企業の力を軽んじて、まるで日本の製造業は終わったと言わ
んばかりの論調さえ出てきている。空洞化を恐れるあまり、中国の脅威に屈してモノづく
りそのものを諦めるというのである。
　確かに、今までやってきたことを、これまでより上手く出来る、早く出来る、安く出来
るということだけでは、もはや勝負はできないだろう。同じ競技場の同じ競争で、相手よ
りもほんの少し先を行きたいという考えは、無限に続く競争の中で消耗していく未来しか
なく、根強い不況を打開することは困難であり、新しいものも生まれてこない。
　つまり、何か新しいことが必要なのである。今まで続けてきたレースに戻って、わずか
表 1　大阪府の企業倒産件数
年　月
倒産（全産業）
大阪府 全国
件数 対前年比（％） 件数 対前年比（％）
平成19年（2007） 1 163 -13.3 1,091 4.0 
2 148 -12.4 1,102 5.6 
3 185 1.1 1,247 -0.6 
4 177 0.6 1,121 3.1 
5 188 8.0 1,310 21.0 
6 197 -1.5 1,185 6.7 
7 196 33.3 1,215 15.6 
8 159 -13.6 1,203 2.9 
9 163 -3.0 1,047 1.7 
10 157 4.0 1,260 8.1 
11 189 13.9 1,213 11.2 
12 137 -21.3 1,097 -1.1 
平成20年（2008） 1 201 23.3 1,174 7.6 
2 157 6.1 1,194 8.3 
3 195 5.4 1,347 8.0 
4 167 -5.6 1,215 8.4 
5 166 -11.7 1,290 -1.5 
6 179 -9.1 1,324 11.7 
7 184 -6.1 1,372 12.9 
8 169 6.3 1,254 4.2 
9 196 20.2 1,408 34.5 
10 174 10.8 1,429 13.4 
11 173 -8.5 1,277 5.3 
12 187 36.5 1,362 24.2 
平成21年（2009） 1 200 -0.5 1,360 15.8 
2 197 25.5 1,318 10.4 
3 217 11.3 1,537 14.1 
4 199 19.2 1,329 9.4 
5 193 16.3 1,203 -6.7 
6 233 30.2 1,422 7.4 
　　　（出所）大阪府「2009年度版 なにわの経済データ 
　　　　　　　　　　統計でみる大阪経済の現状」（平成21年 9 月）
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な勝ち目を狙うのではなく、今こそ未来を開く新しい産業を創造することを実践すべき時
なのである。モノづくりを諦めるのではなく、モノづくりを新たな目で見つめ直すことが
必要であり、それがもっとも重要なことであると気付かなければならない。
　そうした視点に立つことが出来れば、まず、このことを思い起こしてほしい。関西には
これからの時代を担う新しい産業の芽があるということを。次世代に発展する産業が関西
に集結しているのである。ポスト自動車産業とでも言うべき、将来の日本を担って立つ基
幹産業に育つ芽があるのである。
　そもそも、1960年代までは日本の基幹産業の 3分の 1は関西が担っていた1）。自動車産業
中心の東海、精密機械産業の関東とともに繊維産業から家電産業、機械金属産業まで幅広
い産業集積地であったのが関西である。
　その中心とも言うべき繊維産業を例に見てみると、関西では主にその産業の川上に当た
る素材メーカーが多く、産業構造の変化とともに大手繊維企業は海外生産の方向へ舵を切
り、大きく変貌していった。繊維産業の中小企業は製造拠点の海外への移転の影響を受け、
多くが倒れ、産業が衰退していった2）。
　そうした時に、生き残り策として打った手が「モノ」から「コト」へという考え方の変
化であった。先に述べた同じ位置での競争に明け暮れるのではなく、繊維産業自らの持つ
要素技術を生かし、応用していくことに思い至ったのである。「モノ」の出来、「モノ」の
図 1　大阪府の企業倒産件数
（出所）表 1に同じ
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安さではなく、今まで生かされてこなかった技術の用途を考えること、どのような「コト」
が出来るのかを考えることである。
　こうした視点で自らの持つ資産を見直してみると、それらはただ単に繊維産業だけでは
なく、他の産業の新しい世界を切り開くことにもつながっていることが考えられるように
なってきた。これからの新しい産業の中心に位置すると思われる環境、エネルギー、医療・
健康という分野にも、持てる要素技術の応用先があるのではないかと、新たな出口の模索
が始まっている。それは多くの産業の先端となる可能性さえ秘めていると思われる3）。
　しかし、ここで問題になるのが、企業間連携（コラボレーション）の重要さである。新
たな視点による新産業の展開は、単なる 1 企業、 1 産業の中だけで完結するのではない。
改めて見直された要素技術は各地域、各企業がそれぞれ個別に持っているだけでは、大き
く変貌し、巨大な流れを形成する動きにはならない。出来る「コト」を組み合わせ、さら
にステップアップするための協力ということがどうしても必要になる。
　これまでも幾つか企業間連携の動きはあったが、どうも上手く期待したほどの成果は上
げられていないのが現状ではないだろうか。方向性は間違っていないのに何かが足りない、
何かもう一工夫が必要だと思われる。
　そこで、公的機関を介在させて持てる資産を再評価し、コラボレーションをプロデュー
スするための新たな仕組みが必要になってくる。そこでは、紙の上で企業を見るのではな
く、中小企業の実情を熟知している人物による企業の再評価や方向性の判断が求められる。
　日本各地に点在する地場産業の実態を見つめ直していただきたい。そこには、優れた機
能や技術があったというのに、それらを使っても結局は「モノづくり」をするだけに終わ
っていた。そして、今までは地域内だけで行われていた連携を、新しいコーディネーター
によって他の地域と結びつける試みを行ない、長年培ってきた「モノづくり」にまつわる
財産を縦横に活用すること。それによって国内の「モノづくり」を再構築すること。その
ための研究集団こそ、今必要とされているのではないだろうか。
　要素技術の連携という視点があれば、そこからどのような新しい「モノ」が出てくるか、
新しい産業が生み出されるか想像してみてほしい。そうしてこそ、日本の製造業は無限の
可能性を秘めていると言えるのではないか。
2 　進まない異業種交流
　2008年度の「中小企業白書」には技術高度化に対応する中小企業の対応策が示されてい
る。ここでは、製造業における中小企業が抱える課題として、従来とっていた取引関係の
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変化、技術の高度化と専門化が進んだ結果としての技術開発コストの増大、さらに人材確
保やその育成の困難さが挙げられている4）。
　そして、それらを克服するための戦略支援としては、第一に市場ニーズに対応するため
の基盤技術の高度化について、中小企業が活用できるようにその方向性を指針としてまと
めること、第二に技術開発の共同化について、仕組みづくりをすること、専門学校等や大
企業OBの活用と技術のデジタル化によって人材についての課題克服を支援するというこ
とが謳われている。
　この課題と支援策については、さらなる探求と強化が必要になると思われるが、こうし
た策を受ける中小企業の現実はどうであろうか。
　日本の産業集積地と言われる各地を回っていると目につくことがある。例えば、栃木県
のいすゞ自動車近隣の中小企業を取材してみた時も、グローバル化が隅々にまでいきわた
っている現実に改めて気付かされた。今までなら国内で部品を調達していた中堅クラスの
企業でも中国、台湾、韓国、それからタイ、ベトナムという各地から部品を買うようにな
っている。日本国内で調達しようとすればとても対価が引き合わないし、ましてや、製品
を中国に売る場合は、現地で調達する方が遥かにスムーズにいくということで、地方の末
端にまで広くグローバル化が進んでいる現実があった。このことは、私たちが想像したよ
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図 2　モノ作り中小企業支援における課題への対応
（出所）『2008年中小企業白書』（2009年）
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りもずっと早いスピードで中堅企業の海外展開が広がっているところを目の当たりにした
ようで、非常に驚かされた。また、その注文を受ける側である零細クラスの企業ではどう
だろうかと聞けば、今まで置かれていた状況と比べて彼らのシェアできる仕事の割合は、
ものすごい勢いで減っているということだった5）。
　それでは中小企業はどうやって生き残っていくか。こうした切羽詰った状況でありなが
ら、根本的な打開策を考えようとはせず、その日その日の仕事があればいいというだけで、
かなり消極的な考え方になってきているようだ。かといって、中小企業同士が具体的な連
携を組んでやっていくということも、積極的になっていない。東大阪の企業はもとより、
東京の大田区の異業種交流に集うトップクラスの企業が28社集まり、それぞれのテーマで
14社と14社に分かれて集まった二つのグループが、この10年間でたった 6社になってしま
った。また、ほとんど活動もしておらず、有形無実になってしまっていた。つまり、企業
間の協力・提携を求めて始まった異業種交流という活動が、鳴り物入りで始まりながらも、
なんら目ぼしい成果が出ないうちにその寿命を終えてしまったということになる6）。
　実は、今から10数年前に東大阪の中小企業を調査した際、「東大阪の中小企業の処方箋」
というものを筆者が提案したことがある。そこでは、いわゆる東大阪の中小企業にはマー
ケティングということが欠けているのが大きな問題であるとし、エンドユーザーとメーカ
ーをつなぐマーケット機能を持った第 3次機関をつくって、そこが新しい仲介的な結節点
となる仕組みを持つようにしようということを提案したことがあった。しかしこれも結局、
うまくいかなかったというような経過があった7）。
3 　不足するマーケティング
　中小企業の存続を左右する事柄として、急速に発展を続ける中国との関係は無視できな
い。そこで、まず中国との関係を考える上で示唆になると思われる事例を紹介する。
　一般的に、日本の技術は高度に進んだ先端技術と言われているが、どんな技術であって
も中国の技術より日本の方が優れている、という認識の下で技術を買いたいと思っている
企業経営者が中国には多い。他方、日本では100年ほどの歴史がある会社でも今は大変苦し
い状況だ。東大阪は伸線の企業が多いが、中間工程の熱処理会社が急速に減少し、たとえ
それなりの技術の蓄積があっても、なかなか十分に生かしきれないということで非常に苦
しんでいる。また、ミシンの部品を作っている会社は極めて精度の高い加工技術を持って
いるが、ブラザー、JUKIなどの大手は生産拠点を中国に移設している。資金的に余裕のあ
る企業は一緒に中国に渡って仕事ができるが、それができなかった企業はせっかくの技術
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があってももはやそれが生かせない仕事しかできず、非常に苦しんでいる。しかしそれで
も、自分のところには技術があるという自負心は持ち続けている。
　中国への技術指導に関して言えば、日本の中小企業経営者は「商売上の取引に信用が持
てない、騙される」という気持ちがあり、中国を毛嫌いしている。何も知らずにそういう
ことだけを言っていれば、いつまでたっても現状を打開できない。『他に楽に付き合えると
ころはそう簡単に見つかるものではない』等と丁寧に説明したところ、『それならやってみ
たい』という反応が返ってくる。一方で、中国では頻繁に『こういう企業はないか、ああ
いう技術はないか』という話が出ている。
　瀋陽には日本企業向けの開発区があって、その一部に日本企業パークという場所がつく
られてあるが、そこにはまだあまり企業が進出していない。中国側は優れた日本企業の進
出を喉から手が出そうなほど待っている。その所為か、『少なくとも最低 1年間は無償かつ
無条件で使ってもらっていい』、『税金も 3年先、 5年先に出してもらってもいい』などと
いった話も聞く。中国側はとにかく進出して一つのモデルになってほしいという気持ちに
なっているのだろう。しかしそういう話があっても、日本の中小企業がどう考えているか
と言えば、非常に消極的なままだった。
　会社の数が減少し続けている東大阪には、プレス加工、溶接、ネジ製造といったいわゆ
る基盤技術が多い。その分野の経営者たちでも、自分たちにはハイテクと言えるような技
術は持っておらず、今やっていることは誰にでもできるということをばかり言う。しかし、
何も特別な技術はないように見えていても、その分野でやっていくだけの自信はきっと持
っている。むしろ絶対に自信があると確信している。こういう製品が可能かと問い合わせ
があれば、『できる』と言うはずである。『いい物を作る』と言うはずである。中国製の製
品と比較してどうかと言えば、『中国のものはダメだ。自分たちの方が絶対もっといいもの
をつくることができる』と答えるはずである。そう言える裏には誇れる技術があり、ノウ
ハウがある。だから、消極的にならず、もっと自信を持つべきなのである。
　そういう技術を集めて、グループを組んで中国に進出して仕事ができるチャンスはまだ
まだあるだろうし、別に本格的に中国に進出しなくても、取り引きする窓口があれば中国
のマーケットに向けて販路を広げることができるので、決して『もうダメだ』と言ってし
まわずに、『何が自分の持つ技術なのか』ということをもう一度自ら考えてみていただきた
い。そうすれば、意味もなく中国を恐れたり、拒んだりすることもなくなるはずである。
　東大阪の中小企業同友会には様々な経験の蓄積があり、中小企業同士が組んでいく時に
最初に感じる怖さというか、実態のないそういうものについての対応などもよく知ってお
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られる。その辺の経験を踏まえて、単なる上下関係ではなく、お互いが同等にシェアでき
る関係を提案できる。共同の仕事においては、みんなが納得する関係を築くということが
一番難しい。これまでの東大阪での場合を考えてみると、親分・子分という関係が非常に
多く、今紹介したこういう形は、実は非常に珍しいケースと言える。しかも、それを海外
で立ち上げてやろうということであり、製品ではなく技術を売ればいいという斬新な視点
があり、それには正直驚かされる。一般的に言えば技術は自らの持てる宝なので、売れば
いいと言われても一瞬忸怩たる思いがするはずである。国内では技術を守らなければいけ
ないという使命を持って一生懸命やっているのに、国外では逆のことをやるのだから、躊
躇するという気持ちも当然である。
　先に述べたように、中国サイドが見ている日本と、日本サイドが見ている中国は全く違
うという話も大事な点である。果たしてそのことを東大阪の経営者たちがどの程度理解す
るのか。多くの人が疑心暗鬼になるのも分かるし、『何ができるというのか。そんなことは
できない』というのが大半だろう。
　中小企業には悩みの種が多い。例えば、今までミシンだけをつくっていた会社が、年々
ミシンの需要がなくなってきて、ホンダの自動車の部品をつくらせてもらうようになった
という例がある。というのは、そこにいろいろ持てる技術があったからできることなのに、
提携などの話が出ると「せっかくの技術をとられてしまう」と思うことが多い。「売ったた
めに、その技術を取引先が覚えてしまったら、自分たちはもう用なしになる」という訳だ
が、技術を盗られるのではなく、技術を売るという発想の転換と技術を盗られないように
するための工夫が必要である。もちろん、加工の技術というのは、機械の使い方や、測定
器で調べる方法などはすぐに覚えられてしまうという危険性を持っている。ところが、い
ろいろな話を聞いていけば、そうではない要素もある。まず、材料が挙げられる。材料が
粗悪品ではいくら良いものをつくっても、折れたり割れたりして安定性がない。次に加工・
仕上げがある。いくら良い材料があっても安定した商品にするためには、例えば熱処理な
ど、どのような仕方をしているかが問題となる。こうした要素は豊富にあるのではないか。
そして、課題となるものすべてを自分たちの力でクリアしてきたおかげで今の技術が身に
付き、完成しているのだから、取引においてはそういった工夫が必要である。つまり、ま
ず加工の技術だけを教え、原料を売る場合と同じように材料をこちらから売る。と、そん
な発想もできるのではないか。
　中国において工場を建てる場合、日本の大手製造業やマンションデベロッパー、ゼネコ
ンなどに来てもらうべく、それなりの優遇策や支援策も打ち出しているが、本音はこれら
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の企業を支えている中小企業も出てきて欲しいと考えている。そうなれば、中小企業には
中小企業という立場で優遇するという話にもなる。優れた技術を持つ中小企業は相手も放
っておかないということなのである。
　特許については、中国はそれを買うという発想が少ない。しかし、特許というものに対
して不正なマネーが横行していることに対しては、厳しく取り締まっているという事実も
一方である。それでもまだまだきちんとした対応は出来ていないのが現状だが、中国が真
の一等国になるためには、世界の秩序というものをきちっと守っていかないといけないと
いうことに気付き、力を入れるようになってきた。環境問題も同じで、環境関連の施策に
対しても力を入れ始め、そういった方向性をきっちりと打ち出すようになってきている8）。
　大阪市ではロボット産業振興を10余年やっているが、世間で言われているほどはうまく
いっていないようだ。なぜだろうか。
　今、自転車業界では、電動アシストバイクが大変人気が出ており、もうすぐ40万台ぐら
いが売れるだろうと言われている。その電動アシストバイクを見てみると、そこにはロボ
ットテクノロジーが詰まっている。しかしそれは、自転車が年間1,000万台も売れるという
市場がある中で、自ら培った高度な技術を持ち込んでいるからこそ売れるのだと考えられ
る（図 3）。
　自社で新製品を開発したいという希望があっても、その販売先が分からないということ
出所）経済産業省機械統計より作成
図3　自転車の車種別生産推移
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がネックとなっていた。ところが、自社のメインの分野のものだと、販売先を知っている。
つまり市場を持っているのである。その製品を高度化するためにこそ補助金を活用すれば、
先の問題は解消され、それは成功に繋がるのではないだろうか。その市場をきちんと見極
めて、もう既に販売先を確保しているところに、さらに製品を高度化するという目的で補
助金を使うことが必要なのである。しかし、今までのものづくりに対する補助金というの
は、新商品を開発するためのもの、言わば後々のものをつくるための補助金ばかりであっ
た。そうだからこそ、新連携という形でやり始めたはいいが、出来てもその販売先が全然
ないというものばかりになり、結局うまくいかないことになってしまう。よって、支援と
いう場合は、やはり市場を持っている所に向けてその製品の高度化を促すような支援スキ
ームの方がより正解なのではないだろうか。大阪市におけるロボット開発の支援と比較し
た場合、市場のあるところの製品の高度化である電動アシストバイクの成功というのは、
一種の正解例となっているように思える。
　要するに、ニーズ、シーズ、この辺の流れがきちんと掴めているかどうか、売れる販路
がどこにあるのかといったマーケティングの不足があるように思える。これは、中小企業
が中国市場へ進出する場合も、同様の話なのである9）。
4 　要素技術の連携　「点」から「線」、「面」へ
　中小企業の製造業について考えるとき、日本の製造業全体の位置が世界の中で変わって
きたことを考え合わせなければいけない。それがどういう所に落ち着くのか。今後、日本
に残る製造業の技術は何か、業種はどこまで残るのかということはなかなか分からない。
かつては電気、機械、金属加工産業が日本の強みであった。ところが現在では、その集積
地は東京の大田区から川崎にかけてと、名古屋に一部、大阪は東大阪という 3つの地域し
か残っていない。今あるからといって、これも、ずっと残るものなのか。逆に、中国や韓
国でその代替物が出来るのか。そうなるともう完全に駄目になる可能性すらある。
　筆者が 6年ほど前に中小の製造業を調査した時は、企業間のネットワークが強みとなっ
ていると考えていたし、今もまだ公式にはそう考えている。 2、 3年前に企業が熟練技術
をどう見ているかということを調査した時は、『生産技術が付いていけていない企業がたく
さんあるため、外注に頼るのは無理であり、今後は全部内製化しないと駄目であろう』と
いった見解を示す企業が結構多かった。外部に出しても、どこにでも対応する機械がある
訳ではないから、そこのところは出来なくなっている。つまり、自分のところでやらない
といけないという話になっていて、どちらかといえば、ネットワークの強みを否定する企
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業が多かった。それだけ要求される技術レベルの水準が上がってきているということであ
り、日本の製造業が生き残っていくための技術レベルが上がっていることになる。
　昔の親方気質の経営者は、仕事が流れてこない今の状況の中で経営パターンをどう変え
ていけばよいのだろうか。それに対してどういう形で仕事をマッチングさせるべきだろう
か。彼らの仕事がなくなるままにしておくのではなくて、何らかの形で公的な支援ができ
ないだろうか。公と民とが半分ぐらい出し合うよい形、マッチングを含めて何か生き延び
ていくような仕組みや政策、長年かけて培ってきた技術を活かすような場ができないだろ
うか。海外へ逃げていく企業ばかりの中で、国内で仕事が完了することができないだろう
か10）。
　関西には要素技術がたくさんある。しかし、個別に要素技術があるだけの、いわゆる
「点」としてではなく、それを「線」、「面」へと変えていかなければならない。
　筆者もものづくりを研究しているので、普段はものづくりの方々との付き合いが主にな
っているのだが、最近は、商店街の方々とのつながりをつくるようにしている。すると、
商店街でもやはり新しく売る商品を探していることが分かる。よく売れる商品は、スーパ
ーなどでは値段を下げて売るので、商店街としては同じようなものを取り扱う訳にはいか
ない。だから、中小企業と商店街が一緒になれば、大企業ではやれないものがそこに出来
てくるだろう。今までは中小企業は薄利に抑えられつつも大企業と取引をすることで何と
かやって来られたが、そういうことをやっているだけだから、自社で取り扱っていないよ
うな商品が売れるようになると簡単に取引関係を切られてしまうことになる。そうなると
もうどのような手も打てなくなり、結局その中小企業はなくなってしまう。そうではなく、
商店街と中小企業でオリジナルの商品を作って、それを売るというようなシステムを作っ
ていくべきだと考える。商店街の人は、客から「こんなものありませんか」という声を聞
き、結構ニーズを持っているのであるから、それは新しい商品づくりのヒントになるはず
である11）。
　最後に、このような厳しい経済環境のなかで、巧みな連携を試みている異業種連携も散
見できる。一つは1997年 9 月、大阪商工会議所生野支部の支援を受け発足した、異業種交
流グループ「フォーラムアイ」である。「生野を日本のミラノに」をテーマに今日まで積極
的な活動を行っている。例えば、イタリアのデザイナーと共同製作した自転車や、同じく
イタリアの職人と共同製作した鞄などを手掛けている。生野区に集積する中小零細企業は
近隣諸国から廉価な製品に市場を奪われ、存続の危機に直面した。その打開策を模索する
中で、外国イタリアの生き方に学び、そして彼らと連携し、高級感を打ち出した独自のブ
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ランドを立ち上げることで、新たな市場を作り出したのである12）。
　他にも中小企業の出口を模索する「京都試作ネット」も成功事例のひとつである（図 4）。
京都の大手メーカーからの試作を請負う連携した企業グループである。試作品の要請をこ
なし、国内、外国の評価を勝ちとっている。この連携には多くの課題があり成功事例は少
ないが、メンバー相互の信頼形成ができるまで時間をかけており、今後は京都を試作品の
一大生産拠点へと変える可能性を持っているかもしれない13）。
5 　「地財」が日本を救う
　マイナス点を挙げて問題をあげつらうばかりではなく、最後に、製造業を含む大阪の中
小企業が今後とるべき道を考えてみたい。
中小ネット、会社に育つ　「京都試作工房」～短納期・多様性が武器～
（出所）最上インクス取材より
京都市や京都府南部の機械金属メーカーグループが機械・電子機器の試作品を請負うために設立した任
意団体である、「京都試作ネット」が 3月 1日付けで会社組織の「京都試作工房」を設立した。
本社は京都試作ネットの本部がある最上インクス（京都試作ネットのメンバー企業）内に置き、代表取
締役社長には京都試作ネット代表の鈴木三朗（最上インクス社長）が兼務した。
母体の京都試作ネットは2001年 7 月に発足し、04年 7 月までの 3年間に累計で950件の引き合いがあり、
受注実績は約200件。
試作ネットは受注案件ごとに幹事企業を決めていたが、毎回幹事が異なるのは不便という取引先の声が
出て、窓口を一本化し、京都試作工房を設立した。　日本経済新聞（2005.04.29）より
図 4　京都の試作品製造グループ
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　これから発展が期待され、社会的な必要性も増してくるであろう分野のひとつに環境関
連の産業がある。関西には環境問題に取り組む企業が多くある（表 2）。つまりそこには需
要があり、市場拡大の見込みがあり、それに関連する技術を持つ企業があるということだ。
これらの背景には、もちろん地球規模での環境汚染による被害を食い止め、安全な社会を
つくるという新たに登場してきたニーズがあるのだが。
　では、こうして発展する可能性を秘め、それに取り組む意欲もあり、相応の能力も持つ
中小企業が、全体的に疲弊した現状の経済の中で、どのようにすればさらなる発展を遂げ
られるのだろうか。
　例えば、東大阪に集まる中小製造業を例にして考えてみると、素形材産業にまつわる独
特の存在様態が、その発展を邪魔してきたことが考えられる。つまり、今までこの地域で
は単工程に特化した中小企業が多く集まっていることが強みとなっていた。あの技術なら
あの会社に、この技術ならこの企業に任せようと言われることが各企業の生き方となって
いた。それぞれが特徴を持ち、狭い分野の技術を洗練させることで自らの経営を成り立た
せていた。
　しかし、その技術ひとつだけでは製品は完成しない。中小企業には、そうした技術によ
る部品や部材を集めて全体をコーディネートする大企業が必要であった。大企業によって
集められ、組み合わされて初めて「モノ」が「商品」になるのである。あまりに単工程の
種類が多く、その間の連携の様子を見て、全体を把握出来る人が中小企業側にはいないの
である。こうした形が残る限り、いかに技術に優れ、設備が良くても、発注側の注文の仕
方ひとつで大きな影響を受けてしまう。
　このように企業存続のための根元を押さえられているような状況では、いつまでたって
も能動的な活動は出来ず、自立的な発展は期待できないのである。それでもまだ、日本国
内が生産拠点となっていた場合は良かった。グローバル化によって、世界中に生産拠点を
設けることが可能になると、途端に状況は一変してしまう。海外展開する大企業に抱えら
れて、そのまま一緒に海外に出て行くことは難しい。これが今、日本各地で起こっている
ことである。
　ここで必要になるのは、建設業におけるゼネコンのように、自ら仕事を企画・立案し、
必要な営業をし、工程管理までして全体を組み立てることである。つまり、「製造業のゼネ
コン」と呼ぶべき組織が必要なのである。そこでは、あるひとつの商品全体の品質を保証
し、キーとなる部品の良し悪しを的確に判断することが出来なければならない。
　こうしたことが出来る企業が集中しているのが、実は日本なのではないだろうか。日本
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表 2　環境関連の分野と主要中小企業一覧
分野 企業名 所在地 主な製品
太陽電池関連
㈱ミヤマエ 大阪府
釣り具の電動リール製造技術を生かした太陽電池アレイ
架台等の関連部品
㈱丸ヱム製作所 大阪府 太陽電池パネル向けステンレス製ネジ
㈱森川製作所 兵庫県 多結晶シリコンのスライシング加工から洗浄まで
大阪富士工業㈱ 兵庫県 太陽電池用シリコンウェハーのスライス加工
ユーテック㈱ 奈良県 太陽電池セル・モジュール
TKX㈱ 大阪市 太陽電池用シリコンウェハーのスライス加工
㈱カサタニ 大阪市 太陽電池用シリコンウェハーのスライス加工
五鈴精工硝子㈱ 大阪市 太陽光発電施設向け集光レンズ
鷹羽産業㈱ 大阪市 オフセット法を活用した太陽電池基盤の電極配線技術
㈱サンドリーム 大阪市 街路樹、看板等向けの小型太陽光発電パネル
リチウムイオン
電池関連
内外電機㈱ 大阪府 電気自動車用充電スタンド
テクノコアインターナ
ショナル㈱
兵庫県 電気自動車用リチウムイオン充電池などの急速充電池
冨士発條㈱ 兵庫県
携帯電話用リチウムイオン電池部品の技術力を応用した
車載用電池
旭電機化成㈱ 大阪市
伝導性を持たせた樹脂加工技術を生かした自動車向け車
内装備品
大和化成㈱ 堺市
リチウムイオン電池向けの高精度合成樹脂部品（ガスケ
ット）
水インフラ関連
木村電工㈱ 滋賀県 水質汚濁防止機器
リマテック㈱ 大阪府 亜臨海水処理技術
㈱エイトテック 大阪市 次亜塩素酸生成装置
㈱日本電気化学工業所 大阪府 建材への表面処理技術による水質汚濁防止
鈴木産業㈱ 京都市 高度排水処理装置
カナフレックス・コー
ポレーション㈱
大阪市 金属樹脂複合排水管
日本化学機械製造㈱ 大阪市 排水処理装置
㈱マサキ設備 大阪市 排水処理システム
大和化学工業㈱ 大阪市 廃液や汚泥の減量化のための脱水乾燥装置製造
フジワラ産業 大阪市 モノレール式汚泥かき寄せ装置製造
Jトップ㈱ 堺市 水リサイクル装置
㈱中村超硬 堺市 溶剤を使用しないノズル洗浄機
LED関連
㈱高工社 大阪府 LED照明器具
㈱リードコーポレイシ
ョン
奈良県 LED照明器具
日本アドバンテージ㈱ 大阪市 LED照明器具
㈱中央電機計器製作所 大阪市 LED照明器具
（出所）『関西経済白書2010年版』より引用
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こそ、優れた能力を持つ企業が多く集まり、幅広い分野で必要とされる技術が集まってい
る場所なのである。先の環境関連の市場でも、日本にはその未来を切り開く要素技術を持
つ企業が沢山ある。
　であれば、課題はそうした技術を束ねて、キーパーツを作ることが出来るかどうかにか
かっている。それこそが「製造業におけるゼネコン」の果たすべき役割だと言える。ただ、
それなら今までもこれと似たような異業種交流というものがあったではないか、という声
が出るかも知れないが、それは一つひとつの企業が相手を探し、ひとつの結びつきだけで
終わっていた。今挙げた「製造業のゼネコン」という構想は、こうしたことを反面教師と
していなければいけない。全体を見て多くの企業をコーディネートし、それらの持てる技
術を有効に組み合わせ、活用して新市場を拓く製造業のゼネコンとでも呼ぶべき組織こそ、
必要とされているのではないだろうか。
　昨今の円高を背景に、国内の大手メーカーは生産拠点の海外シフトを加速化させており、
系列の中堅メーカーもその動きに追随している。そうしたなかで、非系列の中堅メーカー
が日本に取り残されて、好調期に行った設備投資が閑散としかけている。
　世界レベルの技術を有する中堅メーカーが国内に多数あるものの、それらのほとんどが
単工程加工メーカーであるため、完成部品を 1社では生産できない。これまでも共同受発
注の取組は行われてきたが、責任の所在が明確でなく、さらに、メンバーの意見が対立す
るなどして、実際のビジネスにつながっていないケースが多い。
　一方で、アジアの新興国だけでなく欧米でも、日本の技術に対する信頼は高く、基幹部
品、中核部品の需要は高い。商社には生産技術部門がないため、生産技術力、生産管理力
を要する多数の工程をまとめる必要がある基幹部品の引き合いには対応できない。
　国内の中堅以下の企業力を結集させて、国際的市場でビジネスができる、これまでにな
い新しい仕組みを構築する必要が生まれている。
　日本の製造業を復活・再生させるために、「ものづくり」を支えてきた、鍛造、熱処理、
切削、表面処理などの金属加工に高い技術を有する中小メーカーを組織化し、高精密基幹
部品の完成品を受注できる新しい仕組みを構築する必要性がある。
　そこで、金属加工に精通した専門家が各社の技術をコーディネートして、受注活動から
製品が完成するまでの一連の工程管理、品質管理を担う、ゼネラル・プロダクション組織
が要請される14）。
　さらに言えば、そうした地域の産業が交流するのに、最も相応しい場所。それが大阪で
ある。大阪の持つ地財のひとつである「商人」によるコーディネートの力こそ、ここで活
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かされなければいけないと思う。
　最後に、日本における衰退産業の復活の一例として繊維産業を見てみよう。
　かつて時代の先頭を走りながら、海外の企業との競争に負けて衰退に追い込まれ、一度
は死んだと思われた繊維産業が復活を果たした姿は、これからの中小企業のあるべき姿を
考えるときに非常に重要なヒントを与えてくれるように思う。日本において、常に30年先
を走っていると思える繊維産業を見れば、その衰退と復活の姿は日本の未来を映している
と言えるだろう。
　かつては素材産業の中心として、日本の全輸出物の30％を占めていた繊維は、いつの間
にか 1％に満たない水準にまで落ち込んだ15）。川上、川下がどんどん海外へ出て行き、気
付いた時には自らの持つ「単工程」の技術しか残っていなかった。これは今の中小製造業
と同じ状況と言える。
　繊維産業復活の要因を一言で言えば、その持てる要素技術を見直して非常に上手く転換
したことに尽きる。それは、主に関西の繊維メーカーが始めたことだが、「モノ」から「コ
ト」へと視点を変えて、総力をあげて自らのできることを洗いざらい拾い上げ、要素技術
の数々を活かす工夫をしたことで、繊維にこだわらない分野へとその活躍の場を広げるこ
とが出来た。
　しかもそれが、企業が集積した日本各地それぞれの地域で次々と起こり、発展を遂げた。
それまで眠っていた自らの持てる財産、地域の財産、地方の財産を掘り起こし、出来るこ
とは何かを考え抜いた結果である。つまり、「地財」を活用したのである。「地財」の発見
図 5　ゼネラル・プロダクション組織のイメージ（ゼネプロホームページより）
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によって、他企業との微妙な「差」を気に掛けるのではなく、他企業との「違い」を意識
し、世界に冠たる素材産業としての地位を再構築することが出来たのである。このことは、
産業の復活に必要なコーディネート能力の必要性ということを考え合わせると、非常に示
唆に富んだ実例と言える17）。
6 　中小企業の底力―東大阪ナミテイの戦略
　ここでは、製造業に携わる中小企業の姿を紹介するために、東大阪市にあるナミテイ㈱
を学生と共に訪問し、村尾雅嗣社長に話を伺った。
　本日は数ある中小企業の中でわが社を選んで戴いて有難うございます。
学生さんもお見えなので、皆さんに中小企業も捨てたものじゃないよというところをPR
して、中小企業とはどのようなものか少しでも理解戴ければ幸いかと思います。
　当社が取り扱っている製品の一つに通信用海底ケーブルの中軸にある光ファイバー保護
管があります。製造出来るのは世界でも 3社しかなく、日本でのシェアは100％で、誇れる
製品です。
　わが社は自動車関連部品製造が中心であり、シートベルト関連とハンドル関連の製品が
多く、乗る人の安心・安全を重視しなければならないので細心の注意を払って製造してい
ます。省エネ・環境汚染対策により、これからの自動車は、電気化・ハイブリッド化に拍
車がかかり、今までになかったモーターを取り入れたものに変わっていきます。
　今まで、自動車に使用している電気部品というのは、ライト、メーター等であり、電気
を動力として本格的に使っていくということが無かったので、それに関わる新たな部品が
必要になってきています。
　我々自動車部品メーカーも、これからどんな部品が必要かを模索しながら研究開発して
いかねばなりませんし、既に、大手電機メーカーからの引き合いもあり、一部着手してお
ります。
　今から40年くらい前には、日本も今の中国・韓国のように、アメリカから色々なことを
教わってアメリカの技術をどんどん取りこんでいったという時代がありました。ところが、
そのようにして蓄積してきた日本の高い技術・ノウハウが、台湾・韓国から始まり、更に
中国・ベトナムなどへどんどん取られていってしまっている。
　私見ですけれど、我々は、もうそういう商品はある意味では譲り渡していってもいいの
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ではないかと思います。国内でのコスト等を考えた場合、もう日本での商品としての寿命
が尽きているのではないかと思います。今までそれらの商品を主にして儲けてきたカラク
リが、もう日本では出来なくなってきて、中国へ、また更に後進国へと移行させていかね
ばならない時代になってきている。我々がいくら一生懸命やっても、この時代の流れには
逆らえないというのが現状だと思います。逆に、取られていく商品はあるけれども、それ
に代わるモノづくり、日本で生まれてくる新たなものに取り組んでいかねばならないと思
っています。
　今言ったように、どちらかと言うと昔は攻めていくという時代でありました。ところが、
今や、逆に中国や後進国に攻め込まれてきている時代になっている。よって、攻め込まれ
る商品はあっさりとギブアップし、その代わり今度は攻め込んでいく新しい商品をいかに
見つけていくかが我々に与えられた課題ではないかと思っています。
　過去、色々な製品開発をする上で、開発途上での失敗や断念は多々ありました。
　特に、海底ケーブル光ファイバー保護管は全く一からの開発で、世の中に無かったもの
を作りあげなければなりませんでした。
　開発プロジェクトに参加している企業は日本でも超一流会社ばかりで、中小企業はわが
社のみ。全体として開発が上手くいかない、色々なところで不備がでる。しかし、上手く
行かないからこれは諦めようではなく、何故上手く行かないのかを徹底分析し、その原因
を究明していくということを繰り返したおかげで、今や性能は世界一と言われる製品がで
きました。
　色々な製品の開発段階で、この設備がこれから要ると思って導入したけれど、全然要ら
なくなってしまって新しい設備のまま最終的にスクラップになってしまったということも
ありましたが、その原因を追究して二度とその失敗を繰り返さないということが大事だと
思います。
　少し前にリーマンショックというのが発生し、世界中の企業が痛手を受けました。それ
は突然起こった訳ではなく、過去からの色々な問題の蓄積が爆発したと思うのです。企業
と言うのは何が起こるか分からない。
　わが社でもその影響を受け、自動車関連製品が30％ぐらいにまで落ち込みました。一時
期、週 3日間しか製造機械が動いていないということもありました。
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　10年程前に、ITバブル崩壊という世界的なショックがありましたが、わが社も大きな影
響を受けました。海底ケーブル用保護管製造のために九州に工場を新設して、いざ稼働す
るという時にITバブル崩壊が始まったのです。
　この規模の会社で10億円もかけて新設した九州工場が完成と同時に全く稼働しない、 5
年間仕事は無いよというような事態が起こったのです。それに耐え抜いて、九州工場が操
業停止したままでも利益が出せるような会社体質に改善してきたという自信があったので、
リーマンショックの時は『あの時に比べたらまだマシや』という気持ちで比較的楽に乗り
切れました。やはり、色々大変なことを体験することにより、打たれ強くなるというか、
そのような体質が出来てくるものであって、企業とはそのようなものだと思います。
　日本の産業、日本の経済を考えてみると、為替問題にしても政治がもっと必死になって
解決していくべきだと思います。極端に高く・安く誘導せよというのではなく、適正なレ
ベルで、同じ土俵で相撲を取りたい、経済活動をしたいというのが中小企業の思いです。
　現在の 1ドル80円前半というのは、国際競争という意味から見れば、競争力が全くない。
　ユニクロが低価格の衣料品販売を展開しだした時、この値段でどうして作れるのだろう
と疑問に思いましたが、我々の業界にも必ず『鉄鋼のユニクロ』が現れると思っています。
　ですから、わが社は中国で出来るものは作らない、中国と競争しなければならないもの
は作らない、という考え方を貫き、10年ぐらいかけてその体制が出来上がってきました。
　ところが、最近の急激な円高で、海外での現地調達と称して、従来当社が製造していた
3種類の自動車部品が海外に取られてしまいました。それは、どこかと調べたら中国では
なくアメリカで驚きました。
　我々は元々、アメリカの技術を貰ったというか、盗んだというか、真似て日本なりに作
ってきたわけです。ですからアメリカは、ちょうど現在の中国に対する日本のようで、も
う完全に日本に勝てないと悟ってその世界は手を出さないということで通してきていると
思っていたのですが、これだけ円高になってしまって日本がギブアップ寸前になっている
中で、アメリカで製造しても儲かるということになってしまったのだと思います。
　大体は95円くらい、中小企業では100円くらいがラインですから、80円だったら 2割も違
う。最初から 2割違うと勝負にならない。まさか、アメリカに我々が製造している商品が
取られるなどとは夢にも思っていなかった。しかし、そういうことが現実に今起こってい
る。
　これも政治が日本のことを真剣に考えていない結果だと思いますよ。
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　次に、学生からの質問に対して、村尾社長に答えて戴きました。
（ナミテイさんの最終目標・夢は何ですか？）
　ナミテイにしかできない商品の開発、どの取引先にも信頼される商品製造を夢見ている。
　それには社員の人間力。人には人間としての力というものが必ずあって、それは思想で
あり、行動であり、総合的に人間としての力が出来ているかということ。
だから、仕事が良くできるのは会社にとっては良いことなんだけれど、人を押しのけたり、
人を騙したりして自分だけ良かったらいいという人は、果たして人間として力のある人な
のかどうかということ。それが基本だと思う。
　だから、うちの社員には人間としての力、人間力を持とうと常に言っているんです。全
員が人間力のある社員であれば、会社も自然に会社力が出来上がり、取引先からも信頼さ
れる会社になっていく。
　目標は、社員全員がすこしでも人より立派な人間になろうと努力し、社員全員が人間力
を持って仕事をしてもらうことです。
（東大阪でずっと仕事をすることについて思われていること、課題はありますか？）
　東大阪は全国有数の中小企業の町です。色々なモノづくり企業、色々な産業が集積して
います。わが社は、鉄、特に鉄線のメーカーですが、取引先ニーズの多様化により、色々
なものの開発・製造について相談を受けます。
　何十年も東大阪にいますと、色々な業種の会社との繋がりができて、大抵のものは出来
ます。
　少し前に、東大阪の中小企業連合で人工衛星を打ち上げたように、やろうと思えば人工
衛星まで作ってしまうぐらいの力のある中小企業がいっぱいある。それが東大阪の良さだ
と思います。
（リーマンショック後、週 3日しか操業できない時があったと聞きましたが、その時にリス
トラなどされたのですか？）
　会社創業から65年経ちますが、創業当時は朝鮮戦争の影響で鉄材が高騰し調子がよかっ
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たのですが、その後停戦となった時、一挙に鉄材の需要が無くなり、ちょうどリーマンシ
ョックのような状況が起こったのです。
　その時、父である先代社長はしぶしぶ従業員を半分にしました。その時に、辞めてくれ
と頼んだ社員は本当にかわいそうでどうしょうもなかった。
　しかし、それをやらなければ会社が潰れてしまう。その経験があって、『経営者たるもの
は絶対あのようなことをやってはいかん。』と先代社長は遺言のように私に言い続けまし
た。
　ところが、ITバブル崩壊で10億円かけた九州工場が 5年間も動かないという時に、やむ
を得ず20数人リストラさせてもらったのです。その時に、若い独身者から先に辞めてもら
い、歳をとっている人、家庭・子供がある人は出来るだけ優先的に残しました。
　これは経営としては逆ですね。給料の高い人から先に辞めてもらって、会社負担を身軽
にしなければいけない。しかし、若いと転職もやりやすいだろうということで、若い人か
ら優先的に辞めてもらいました。 1回だけそのようなことをやりましたが、非常につらい
思いをしました。この時、先代社長の言葉が身にしみました。リーマンショックの時は、
政府の補助金も多少あったので、乗り切ることが出来ました。
（近年の東大阪の状況として、中小零細企業の減少が著しいと思いますが、小規模の企業が
連携するとか、ネットワークを組むうえで重要だと思うことはありますか？）
　家族でやっておられる零細企業というのはそれぞれ技術があっても、なかなかそこの技
術だけでは解決できない。だからグループを組んでという考えがあるが、それの旗を振る
のが難しい。市とか、商工会議所がやったらどうかということで話題に上るが、企業と違
ってこれもなかなかうまくいかないですね。
（東大阪の下町ネットワークというもので東大阪が発展し、近年、人工衛星まで打ち上げ
た。東大阪全体の今後の目標があれば教えて戴きたい。）
　人工衛星打ち上げの時でもそうでしたが、自分の会社と関係のない世界にどれだけの労
力を注ぎ込んでいけるかという点が大きな問題だと思う。国の援助等がなければなかなか
新しい事業に参画していくというのは難しいと思います。
　やはりそれぞれの会社の利害関係が先に立ってしまうというのがまだまだ今の日本には
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あると思う。東大阪が目指していることと反対の意見になるかもわからないが、私はそん
な感じを持っています。
（製造の段取りはどのくらいかかりますか？）
　製品にもよりますが、 1時間くらいで済んでしまうものから、半日くらいかかるものま
で、千差万別です。ただ、ロボットを導入してやっているので、かなり短縮はされていま
す。
（金型に対する会社の方針は？）
　特殊な製品を製造している会社は、設備メーカー・金型メーカーからノウハウが漏れて
しまう可能性があるので、自社で出来る部分は極力自社でやるように努めます。わが社の
場合、特に異形線に関係する金型は、設計から製作までは全て自社で行っています。
今日見学してもらった工程の金型は全て自社製です。
（モノづくりでは中国に勝てないという記事がありますが、どう思われますか？）
　先端的なもの、厳しい管理が必要なものについては、まだまだ日本は強いと思います。
　一般的な商品を作っている日本のメーカーは、製造設備を10～20年間使い続けて製造し
ているのが普通です。ところが、中国は最近急に拡大してきているところが多く、ものに
よっては日本の中古機械を導入しているところもありますが、概ね新しい設備を導入して
います。
　すると、電気設備ひとつにしても、従来の日本のやり方と新しい設備では大きく違いま
す。
　また、機械制御にしても、昔は直流制御といって機械間で同じ動きをさせるには直流器
で制御していましたが、新しい設備ではインバータ制御といって交流で行います。なにも
かも新しくコストも低くできるようになってきています。
　中国は基本的に人件費や土地代も安く、それに新しい設備を導入すれば必然的に負けて
しまうというのが当たり前になってくるわけです。
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（日本でも活躍できる分野があると思いますが？）
　自動車の世界であれば、電気関係部品とか、環境問題では排ガス規制部品だとか、その
ような分野は、日本でやっていくほうがよいと思う。その分野は中国に追いつかれるまで
まだまだ時間が稼げると思います。
　しかし、従来からやっている汎用的な部品であれば、当然中国になってしまうだろう。
そこに来て、この為替問題。このままの政治が続いていけば日本の製造業はあっと言う間
に無くなってしまうでしょう。
（自動車のシートベルト・通信用海底ケーブルのどんなところに使われていますか？）
　まず、自動車のシートベルトの巻き取り軸です。自動車が衝突した時にシートベルトに
より肋骨が折れるという事故が多発しました。それに対応するため、肋骨が折れるくらい
の荷重がかかった時、わが社開発の軸がギュと捻じれて、捻じれた分だけシートベルト・
ドラムが緩んで肋骨を守ってくれるという、そこまで制御ができた巻き取り軸です。これ
は、トヨタのシートベルトメーカーである東海理化と新日鐵とわが社で共同開発して出来
上がったもので、トヨタ車の約70％にこの軸が使われています。
　次に海底ケーブルですが、例えば、太平洋横断海底ケーブルは、日本海溝を横切ります。
一番深いところでは8000メートルの深さがあり、1平方センチ当たり800気圧というものす
ごい水圧がかかります。そのような深い所でケーブルが切れた場合、800気圧の水圧に押さ
れてケーブルの中にどんどん海水が入ってきます。
　海水が入った場合、 2週間で 2キロメートルまで入ってはいけないという国際規約があ
り、それをクリアするためにすごい工夫や技術が使われています。光ファイバー保護管の
内部表面加工に凹凸のギザギザを付けることにより表面積を増やし、海水の浸入を防ぐと
いうものは世界特許になっている。この開発秘話はNHKの『プロジェクトX』にても放
映されましたので、一度見てください。
（現状の中国はどうですか？）
　10年ぐらい前から鉄業界は斜陽化しているといわれており、鉄の全世界での需要は年間
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6 億トンで、 1臆トン増えるのに27年間かかりました。
　ところが、中国が発展してきてオリンピックから上海万博まで、それに関係する工事等
も含めて毎年 1臆トンずつの増加、今や13臆トン。 7年間くらいで 6臆トン増加した。そ
れくらいの勢いで鉄の需要が増えていっている。斜陽化した鉄業界が一挙にこれから必要
な産業に変貌してしまった。『鉄は国家なり』と言われた時代は日本ではとっくの昔に過ぎ
去ってしまったが、中国では今が『鉄は国家なり』。
（環境問題との関係では中国はどうなんでしょうか？）
　既に下水道なんかは整備されているでしょうが、下水に流す水についてはやかましく指
摘されていないと思います。わが社でも硫酸を使用して鉄材を洗浄しますが、洗浄後の鉄
材を洗った水は処理場で完全中和して、鉄分を除去してから下水に流します。日本の環境
汚染に関する研究はずいぶん進んでいるが中国はこれからですね。我々は25年くらい前か
らそのようなことはやっていますが、これから中国が環境問題に取り組むとすれば、更に
厳しい規制を行ってやっていかないと世界の基準をクリア―できない。大変だけどやって
もらわねばなりません。環境対策についてはキリがありません。電気代を抑えることもCO2
削減に繋がりますからね。
（九州工場が空洞化になるような状況で如何に改革・改善をするかということをおっしゃら
れたが、現状、改革・改善はされているのでしょうか？）
　これからの日本の位置付けというのは、やはり技術です。我々は海外には行きません。
今の円高基調によって、海外に逃げていくというのは一つの解決策かもわからないが、じ
ゃ、空洞化していく中で日本にある会社、日本にある工場、従業員はどうするのか。
　経営者だけ生きていくためには、『日本ではもうこれ以上できないから、あなたたちは次
の良い所を見つけて転職してください。我々は中国へ行って、中国で物を作って、日本に
持って帰ってきて、日本の市場で売っていくからね。』と、そのようにやっているところは
たくさんあるけれど、そのようなことは一つも根本的な解決にはならないし、社員の幸せ
に繋がらない。逆に、日本人として日本の企業として日本で生きていけるモノづくりを考
えだしていきたい。
　考えれば絶対にあると思うし、それが見つからないというのは本気になっていないこと
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ではないだろうか。もちろん、今残っている中小企業が全て生き抜いて行けるかと言えば
そうではない。その中で切磋琢磨して、競争に勝ち抜いた企業しか残れないが、真剣に考
えることによって必ず勝ち残っていける。今自分がやらなければならないことは何なのか
ということを社員一人ずつが考えていってくれたら、必ず残っていけると思います。
（光海底ケーブルの設備の寿命はどれくらいで、検査はどうしているのですか？）
　耐用年数は25年。一度海底に敷設すれば25年間は使えるというのが基本設計。
　最初は昭和63年に第三太平洋横断ケーブルというものが敷設され、 1本のケーブルで 1
万 2千回線が同時に通話できる容量でした。それまでは、同軸ケーブルと言って、光ファ
イバーではなく、 1本は 2千数百回線、もう 1本は 4千回線、合わせて 7千回線弱しかな
かったのです。
　戦後から昭和63年まで日米間の通話はそれで十分やれていたんです。昭和63年に 1万 2
千回線が新たに加わったため、わが社のケーブルに関する仕事は20年くらい無いと思って
いました。ところが、その後、インターネットがすごい勢いで普及したため、あっと言う
間にその 1万 2千回線が埋まってしまい、その後、第四・五太平洋横断ケーブルが続けて
敷設され、12万回線にまでなりました。技術進歩のおかげで、今では、 1本の光ファイバ
ーケーブルで 7～ 8百万回線が確保できます。
　そのような大容量になったものだから、古いケーブルが 1本ダメになってそれを修理し
に行くより新しいケーブルを使うことのほうがコスト面で全然違う。しかし、環境問題で
古いケーブルを海底に放置できないため、第三・第四ケーブルは既に引き上げたと聞いて
いますが、引き上げるにも莫大な費用がかかる。その中古ケーブルを大学の研究用海底地
震計ケーブルなどに払い下げているそうです。
（衛星通信より優れていると聞いていますが？）
　先ずスピードが異なります。光ファイバーケーブルは 1秒間に地球 7周半のスピードが
あります。衛星通信は、テレビでの海外中継でもあるように、地上から衛星に行って、ま
た地上に戻ってくるまでに0.16秒かかります。また、地球の裏側への送信は、 1回では済
まない。いくつもの衛星が必要なため、相当時間がかかります。
　衛星は通信可能容量面でもかなり劣ります。そういう意味で、今、主流は海底の光通信
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です。
（果てしなくケーブルの需要があるわけですね？）
　需要が伸びている分、通信容量も伸びている。 1本のケーブルの容量が千倍近くになっ
てきている。技術が先か、需要が先かという世界です。技術的な内容は理屈を聞いても、
なんでそれができるのかというくらいどんどん進んでいます。
（金型の摩耗はしないのでしょうか？どれくらい使えますか？）
　形と材料の種類により異なります。軟らかい材料を使うときは結構長持ちします。硬い
物はやっぱり摩耗が早い。金型そのものにコーティングして滑りやすくすることによって
寿命を延ばすこともやります。金型の技術もどんどん進歩しており、同時に潤滑剤もよく
なっていっています。
　異形線というものを作るには 2種類の方法があって、ダイスで引き抜く方法と、ローラ
ーで形を整えていくという方法です。一般のメーカーはどちらかのやり方でしかできませ
んが、わが社は両方出来るので、その組み合わせにより非常に有利な展開がはかれます。
（行政に対する願望はありますか？）
　我々が一番困るのは、情報の不足ですね。中小企業でも色々な技術がある会社、又色々
なことができる会社は多数あると思いますが、残念ながら、何を望まれているかというニ
ーズの情報が無い。自分たちが役に立つと思える情報が入るまで、指をくわえて動きが取
れないというのが、モノ作り中小企業の一番ダメなところですね。
　わが社の場合、たまたまお付き合いして戴いている企業が、大手メーカー、大手商社、
自動車会社が多いので、会社規模の割には色々な情報が入ってくる。しかし、東大阪の中
小企業の 8割くらいは、そのような情報はほとんどないというのが現状だと思います。行
政にお願いしたいのは、出来るだけそのような情報を与えてもらえる何かがほしいなとい
うのがあります。
　今まで何も知らなかったが、実は私たちの身近なところに最先端の商品が使われている
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ということ、中小企業のすごさというのをあらためて知りました。大学に帰ってこれから
の研究に役立てたいと思います。
（以上は取材メモを基に作成）
　以上のレポートは最近の取材先での内容と私が主催している研究会「東部大阪における企業間取引にお
ける信頼構築研究会」で提示された内容を参照して作成したものです。さらにその一部は、関西社会経済
研究所『関西の発展に向けて』2010年度［HP］の「第 3章 中小企業に求められる「コト」」として発表し
ている。本研究の一部は、「文部科学省私立大学戦略的研究基盤形成支援事業（平成22年度～平成26年度）」
によって行った。
注
 1） 阿部武司・沢井実　『東洋のマンチェスターから「大大阪」へ』　大阪大学出版会　2010年
 2） 伊丹敬之　『日本の繊維産業　なぜ、これほど弱くなってしまったのか』　NTT出版　2001年
 3） 大西正曹　『よみがえる地財産業』　同友館　2005年
 4） 経済産業省　『2008年版中小企業白書』　2009年
 5） 栃木県のT社取材より
 6） T社社長M氏がかかわった事例
 7） 東大阪市経済部　『東大阪中小企業活性化の処方箋』　東大阪市　1997年
 大西正曹　「東大阪地域における中小企業集積の分析」 『調査委報』第41号　国民金融公庫総合研究所　
1997年 5 月
 8） 上記の内容は研究会メンバーの研究会でのディスカッションと報告をまとめたものである
 9） 研究会メンバー徳田氏の発言
10） 大西正曹『東大阪中小企業実態調査報告書―東大阪市高井田地区』関西大学経済政治研究所　2004年
11） 東大阪市㈱アドバンス社長安川氏のコメント
12） フォーラムアイの取材より
13） 最上インクス社長鈴木三朗氏の取材より
14） ゼネラルプロダクション社長石崎氏の取材より
15） 伊丹上掲書
16） 大西正曹　『よみがえる地財産業』　同友館 2005年
17） 大阪繊維リソースセンター社長松田氏のコメント
